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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第24期中より固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。 

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期 

会計期間 

自平成17年 
２月21日 

至平成17年 
８月20日 

自平成18年 
２月21日 

至平成18年 
８月20日 

自平成19年 
２月21日 

至平成19年 
８月20日 

自平成17年 
２月21日 

至平成18年 
２月20日 

自平成18年 
２月21日 

至平成19年 
２月20日 

売上高（百万円） 85,242 88,188 93,265 172,248 179,757 

経常利益（百万円） 3,058 3,389 3,662 6,535 7,119 

中間(当期)純利益（百万円） 102 1,405 1,928 1,888 3,073 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 1,667 1,667 1,667 1,667 1,667 

発行済株式総数（株） 26,192,409 26,192,409 26,192,409 26,192,409 26,192,409 

純資産額（百万円） 23,633 26,950 27,419 26,850 27,606 

総資産額（百万円） 58,915 60,935 57,986 58,473 57,477 

１株当たり純資産額（円） 903.64 1,030.52 1,048.49 1,025.03 1,055.59 

１株当たり中間(当期)純利益

（円） 
3.91 53.74 73.73 70.56 117.53 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 普通配当25.00 
普通配当28.00 

記念配当 2.00 

自己資本比率（％） 40.1 44.2 47.3 45.9 48.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
3,823 5,567 4,603 4,359 6,849 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△887 △1,190 △1,694 △2,121 △2,109 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,831 △1,665 △2,147 △2,843 △2,728 

現金及び現金同等物の中間期

末(期末)残高（百万円） 
4,437 5,438 5,500 2,727 4,738 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数］（人） 

1,279 

(6,007) 

1,275 

(6,069) 

1,271 

(7,210) 

1,272 

(5,844) 

1,246 

(6,523) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容において、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 上記の従業員数には、親会社からの出向者3名が含まれています。またフレックス社員（パートタイマー）が

含まれておりません。なお、フレックス社員の期中平均人員は7,210名（１日勤務時間８時間換算）でありま

す。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年８月20日現在

従業員数（人） 1,271 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間期におけるわが国の経済は、原油や素材価格の高値が続き、米国経済の先行きに一部減速感が予想される

等懸念材料もありましたが、企業収益は概ね高水準で推移しており、それに伴う雇用環境の改善等により、景気は

堅調に推移いたしました。 

 しかしながら、個人所得では顕著な改善には至っておらず、定率減税廃止や年金不安等もあって、力強さに欠け

る状況が続いています。また、われわれ小売業界では、異業種を含めた競争の激化が続いており、依然として厳し

い環境が続いているといえます。 

 こうした状況下にあって、当社は今年度創業２５周年の節目を迎え、スローガンである“ ～顧客満足業を目指

して～ 「生まれ変わる 変革へのスタート」”に基づき、小売業の原点である「お客さま第一」の姿勢より、新た

な挑戦に取り組みました。 

  

ア．営業商品面における取り組み 

 営業面では、「お客さま第一」を基本として、平成18年度から取り組んでおります「３Ｃ分析」（Consumer（コ

ンシューマー）＝消費者、Competitor（コンペティター）＝競合、Company（カンパニー）＝会社）と、「３現主

義」（現場・現物・現実）のさらなる推進により、「現場力」の向上に取り組みました。併せて当中間期において

も、環境の変化に対応するため、再度全店にて「店舗カルテ」を作成する等、科学的手法に基づいた分析と検証を

行い、地域のお客さまの生活・ニーズを正確に把握するとともに、競合店および自店の強みと弱みを明確に認識し

た上で、対策を講じていきました。 

 さらに、当中間期は創業25周年記念セールを実施しており、毎月100品目を記念商品に選定して、月間を通じた

奉仕価格にて提供いたしました。並行して従来からのマックスデー、お客様感謝デー、イオン共通販促イベントで

ある火曜・水曜市、生鮮朝市等の主要セールのブラッシュ・アップに取り組みました。 

 商品面では、品質と鮮度面での差別化戦略を柱として、新しい付加価値の創出と共に利益の取れる構造の構築を

目指して取り組みました。特にイオン共通のプライベート・ブランド「トップバリュ」では、新たなラインアップ

も加わり、売上構成比では平成18年度の6.3%から当中間期では7.1%となりました。 

 また、「消費の二極化」への対応では、前述の25周年記念セール等による訴求の一方、高質商品・こだわり商品

の充実を図りました。定着しつつある「地産地消」では、さらにエリア単位に細分化していき、認証フェア等によ

るタイアップも得まして、品質・鮮度・品揃えの向上に取り組みました。 

 一方、当中間期は新ＩＴシステムの導入を全店舗に行いました。これにより生産性のさらなる向上を図るととも

に、ローコスト・オペレーションの定着を進めていきます。 

 これらの取り組み効果により、既存店ベースの売上高は対前中間期比102.6％に、既存店ベースでの客数では対

前中間期比102.0％と順調に推移いたしました。また、売上総利益率は前中間期の24.2%から24.5%へと伸ばすこと

ができました。 

  

イ．店舗開発における取り組み 

 店舗開発では、中期経営目標にも掲げてありますように、年間二桁以上の出店により積極的なスクラップ＆ビル

ドを推進しています。平成18年度より出店を開始いたしました四国エリアでは、引き続き平成19年4月に第2号店と

なります丸亀城南店を香川県に出店いたしました。また、同様に重点エリアに設定しております阪神エリアでは、

平成19年7月に西宮上田店を出店いたしました。今後はさらに集中的に出店していくことで、早期のドミナント形

成を図ると同時に既存出店エリアについても同様に強化に取り組んでまいります。 

 尚、当中間期では４店舗（丸亀城南店・山崎店・東大和店・西宮上田店）の新設を行いました。既存店舗では３

店舗の活性化を実施する一方で、３店舗（上郡店・児島店・高松店）の閉鎖を行いました。また、前述いたしまし

た店舗の開設等における投資額16億83百万円は、自己資金でまかなっております。 

  

ウ．環境社会貢献における取り組み 

 環境保全活動及び社会貢献活動では、イオン環境理念及び当社環境方針に基づき、社会的責任を果たすため、引

き続き地域に根ざした活動に重点的に取り組みました。また、当社の取り組みに対して地元自治体や各団体等から

の賛同も徐々に得られるようになり、加えて来店されるお客さまの省資源活動への意識の高まりにより、店頭容器

回収では計1,214トン（対前中間期比104.8％）、買物袋持参率は14.6％、また、累計植樹店舗は53店舗、累計植樹

本数は170,947本となりました。また、社会貢献活動でも精力的な取り組みを行い、「ラオス学校建設」支援募

金、24時間テレビ「愛は地球を救う」チャリティ募金等計約1,100万円の募金を実施いたしました。 



エ．人材育成における取り組み 

 中期経営目標の達成に不可欠である人材育成面では、引き続き当社での重点政策の柱と位置付けて、従来にも増

して強化に取り組んでいます。特にパートタイマーの戦力化では、資格別教育、技術検定、また「フレックス委員

会」を通じた能力アップをさらに推進いたしました。この結果、フレックス社員の構成比は88.4％（前中間期

87.1%）に、パートタイマーの部門責任者に該当する「フレックスチーフ」は、当中間期に新たに42名を登用して

おり、累計人数では389名となりました。 

 一方、国内人口の減少や少子高齢化の進展、および当社の今後の出店計画に対応すべく、要員の確保と併せて、

次期経営層候補、次期店長候補の育成が不可欠となるため、当中間期より専門教育コースの設置による重点教育を

実施しています。 

 尚、当社では平成19年度より従来の60歳から65歳への定年延長を実施いたしました。これにより全員が希望に応

じて65歳までの勤務が可能となりました。 

  

 以上の取組の結果、 

   売上高      932億65百万円（対前中間期比   105.8％） 

   営業利益     35億2百万円 （対前中間期比   108.5％） 

   経常利益     36億62百万円（対前中間期比   108.0％） 

   中間純利益    19億28百万円（対前中間期比   137.2％） 

 となり、増収増益を果たすことができました。特に営業利益、経常利益及び中間純利益では、過去最高益を更新

することができました。 

部門別の業績は次のとおりであります。 

[食品部門] 

 平成18年度下期より制度化いたしました「フレックス懇親会（地元の味を知ろう会）」では、新店だけでなく既

存店舗においても順次スタートさせており、これらの取り組みを通じて、地域のお客さまの食生活、ライフスタイ

ルを知ることで、より地域に密着した品揃えの提供に役立てることができました。 

 また、「トップバリュ」では、消費の二極化への対応と併せまして、お客さまの生活スタイルの変化や、より多

様化・個性化するニーズへの対応の面からも、さらに意欲的に売り込みを図りました。 

 これらにより、食品部門の売上高は863億61百万円となり、対前中間期比106.2％、既存店ベースでは同102.9％

となりました。 

  

［非食品部門］ 

 非食品部門では、引き続きディスカウント業態店舗を主体に、単品大量陳列による展開・訴求を行いました。と

りわけ日用雑貨部門にて売上対前中間期比104.9％、化粧・薬品部門では同109.3％と増加したことが牽引して、天

候不順等による衣料品の不振もありましたが、非食品部門の売上高は、69億3百万円（対前中間期比100.6％）とな

りました。 

  

［その他］ 

 不動産賃貸収入及び販売受入手数料は、より魅力あるショッピングセンターづくりを目指すために、積極的にテ

ナントを誘致したこと等により、18億75百万円（対前中間期比103.9％）と増加いたしました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間期末の資金残高は期首に比べ7億61百万円増加し、55億円となりました。これは主として営業利益の増加

により、営業活動によるキャッシュ・フローが増加したことによるものであります。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は46億3百万円（前中間期は55億67百万円）となりました。これは主に仕入債務の

増減（前中間期30億52百万円増加から当中間期20億80百万円増加となり、仕入債務の増加額が9億72百万円減少）

による回転差資金が減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は16億94百万円（前中間期は11億90百万円の支出）となりました。これは主に前中

間期に比べて、預り保証金の預りによる収入が減少（前中間期5億4百万円から当中間期29百万円となり、収入額が

4億75百万円減少）したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は21億47百万円（前中間期は16億65百万円の支出）となりました。これは主に借入

金の圧縮によるものであります。 



２【販売及び仕入の状況】 

(1）商品部門別売上高 

 当中間会計期間の売上高を商品部門別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）地域別売上高の状況 

 当中間会計期間の売上高を販売地域別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

商品部門別 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同期比（％） 

加工食品 22,167 23.8 105.5 

酒類 6,401 6.9 111.3 

日配食品 8,840 9.5 104.2 

乳製品・冷蔵飲料 6,840 7.3 107.3 

冷凍食品 3,300 3.5 104.3 

寿司・惣菜・弁当 7,743 8.3 111.5 

パン・生菓子 5,134 5.5 109.4 

農産品 10,111 10.8 102.0 

水産品 8,283 8.9 104.2 

畜産品 7,538 8.1 107.0 

食品部門計 86,361 92.6 106.2 

日用雑貨 4,601 4.9 104.9 

化粧・薬品 439 0.5 109.3 

家電 153 0.2 52.3 

スポーツ・園芸・ペット等 462 0.5 96.2 

衣料品 1,112 1.2 94.9 

その他非食品 134 0.1 107.3 

非食品部門計 6,903 7.4 100.6 

合計 93,265 100.0 105.8 

地域別 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同期比（％） 

兵庫県 47,148 50.6 105.4 

岡山県 5,622 6.0 97.5 

広島県 20,228 21.7 101.6 

山口県 19,067 20.4 107.1 

香川県 559 0.6 － 

愛媛県 638 0.7 － 

合計 93,265 100.0 105.8 



(3）商品部門別仕入高 

 当中間会計期間の仕入高を商品部門別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

商品部門別 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

金額（百万円） 構成比率（％） 前年同期比（％） 

加工食品 17,895 25.4 105.8 

酒類 5,523 7.8 112.4 

日配食品 5,877 8.3 103.9 

乳製品・冷蔵飲料 5,301 7.5 107.3 

冷凍食品 2,355 3.3 103.4 

寿司・惣菜・弁当 4,632 6.6 111.3 

パン・生菓子 3,635 5.2 108.3 

農産品 8,187 11.6 102.3 

水産品 6,373 9.0 103.4 

畜産品 5,448 7.7 107.3 

食品部門計 65,231 92.4 106.1 

日用雑貨 3,655 5.2 106.8 

化粧・薬品 343 0.5 106.5 

家電 129 0.2 79.1 

スポーツ・園芸・ペット等 353 0.5 94.6 

衣料品 749 1.1 93.0 

その他非食品 113 0.1 109.7 

非食品部門計 5,344 7.6 102.9 

合計 70,576 100.0 105.9 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間会計期間中において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備拡充について完成したものは、次のとおり

であります。 

(2)当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

 （注）１．今後の所要資金28億4百万円は、自己資金にて賄う予定であります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 所在地 
直営売場面積

（㎡） 
総 投 資 額
（百万円） 

完 成 年 月 
（平成年月） 

備考 

マックスバリュ丸亀城

南店 
香川県丸亀市  2,076 409  19年４月   新設  

マックスバリュ山崎店 兵庫県宍粟市  997 255  19年６月    新設 

マックスバリュ東大和

店 
山口県下関市 1,707 324   19年７月   新設 

マックスバリュ西宮上

田店 
兵庫県西宮市 1,988 280   19年７月   新設 

合計   6,768 1,269     

事業所名 所在地 設備の内容

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定年月 

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

マックスバリュ姫路

別所店  
兵庫県姫路市   新設 1,108 － 自己資金  平成20年５月 平成20年10月

マックスバリュ龍野

西店 

兵庫県たつの

市 
 新設 405 3 自己資金 平成20年11月 平成21年２月

マックスバリュたつ

の店 

兵庫県たつの

市 
 新設 404 － 自己資金 平成20年６月 平成20年10月

マックスバリュ観音

寺店 

香川県観音寺

市 
 新設 889 － 自己資金 平成20年４月 平成20年10月

  合計     2,808 3       



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 90,000,000 

計 90,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年８月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月16日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 26,192,409 26,192,409 
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 26,192,409 26,192,409 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年２月21日～

平成19年８月20日 
－ 26,192,409 － 1,667 － 4,641 

  平成19年８月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 14,788 56.46 

丸魚水産株式会社 兵庫県姫路市延末295番地 733 2.80 

新光商事株式会社 山口県周南市大河内518番地５ 599 2.29 

宮本一男 山口県光市 529 2.02 

山本哲夫 山口県光市 517 1.98 

株式会社みやもと 山口県光市浅江２丁目５番地７ 509 1.94 

マックスバリュ西日本社員持

株会 
兵庫県姫路市北条口４丁目４番地 502 1.92 

マックスバリュ東北株式会社 秋田県秋田市土崎港北１丁目６番地25 415 1.59 

株式会社コックス 東京都江東区新大橋１丁目８番11号 389 1.49 

加藤産業株式会社 兵庫県西宮市松原町９番20号 323 1.23 

計 － 19,309 73.72 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株（議決権の数100個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は自己名義となっているが、実質的には所有していない株式数が100株（議決権の数

１個）あります。なお、当該株式数は、上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれ

ております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、上記の当該中間会計

期間における月別 高・ 低株価は、毎月１日から月末までのものであります。 

  平成19年８月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式) 

普通株式    41,300 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,104,500 261,045 － 

単元未満株式 普通株式    46,609 － － 

発行済株式総数 26,192,409 － － 

総株主の議決権 － 261,045 － 

  平成19年８月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(自己保有株式) 

マックスバリュ西

日本株式会社 

兵庫県姫路市北条

口４丁目４番地 
41,300 － 41,300 0.16 

計 － 41,300 － 41,300 0.16 

月別 平成19年３月 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 

高（円） 1,550 1,625 1,580 1,590 1,650 1,543 

低（円） 1,485 1,530 1,521 1,556 1,550 1,454 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 (1)役職の異動 

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

 常務取締役 リスクマネジメント担当  ＳＳＭ営業担当   福山 安夫 平成19年８月21日 

 取締役 
ＳＳＭ兵庫営業担当  

兼 西兵庫事業部長  

兵庫事業統括部長  

兼 西兵庫事業部長  
 久保田 智久 平成19年８月21日 

 取締役 人事教育部長  

人事・総務・お客さま・ 

リスクマネジメント担当 

兼 人事教育部長  

 下澤 茂樹 平成19年８月21日 

 取締役 
ＳＳＭ中四国営業担当 

兼 広島事業部長  
広島事業部長   出口 博 平成19年８月21日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年２月21日から平成19年８月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて 

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年２月21日から平成19年８月20日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成18年８月20日) 

当中間会計期間末 
(平成19年８月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,438   5,500 4,738   

２．売掛金   286   344 290   

３．たな卸資産   4,483   4,800 4,698   

４．未収入金   4,472   3,748 3,194   

５．その他   915   982 1,082   

流動資産合計     15,597 25.6 15,376 26.5   14,004 24.4

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物 ※２ 14,677   15,142 14,889   

２．構築物   3,316   3,142 3,252   

３．器具備品   1,082   1,334 1,036   

４．土地 ※２ 8,250   7,800 7,884   

５．その他   44   164 39   

計   27,370   27,584 27,102   

(2）無形固定資産   111   104 105   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券   10,906   6,978 9,208   

２．差入保証金   5,765   6,105 5,857   

３．その他   1,532   1,839 1,203   

  貸倒引当金   △349   △4 △4   

計   17,855   14,919 16,264   

固定資産合計     45,338 74.4 42,609 73.5   43,472 75.6

資産合計     60,935 100.0 57,986 100.0   57,477 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

(平成18年８月20日) 
当中間会計期間末 
(平成19年８月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年２月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   35   33 32   

２．買掛金   17,839   16,929 14,850   

３．短期借入金   800   － 750   

４．一年以内返済予定
長期借入金 

  1,624   24 624   

５．未払法人税等   1,347   1,631 1,578   

６．賞与引当金   294   415 425   

７．役員賞与引当金   31   56 52   

８．閉店損失引当金   －   129 155   

９．設備支払手形   1,503   1,548 1,544   

10．その他   4,785   4,926 4,544   

流動負債合計     28,260 46.4 25,695 44.3   24,560 42.8

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   646   622 634   

２．退職給付引当金   515   714 628   

３．役員退職慰労引当
金 

  60   － 73   

４．閉店損失引当金   －   13 －   

５．預り保証金   3,174   3,262 3,308   

６．その他   1,327   259 666   

固定負債合計     5,723 9.4 4,871 8.4   5,311 9.2

負債合計     33,984 55.8 30,566 52.7   29,871 52.0

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １．資本金     1,667 2.7 1,667 2.9   1,667 2.9

 ２．資本剰余金           

(１)資本準備金   4,641   4,641 4,641   

資本剰余金合計     4,641 7.6 4,641 8.0   4,641 8.1

 ３．利益剰余金           

(１)利益準備金   371   371 371   

(２)その他利益剰余金           

 特別償却積立金   5   1 1   

 固定資産圧縮積立金   37   37 37   

 別途積立金   12,700   14,700 12,700   

 繰越利益剰余金   2,326   3,142 3,998   

利益剰余金合計     15,440 25.4 18,252 31.5   17,108 29.8

 ４．自己株式     △47 △0.1 △49 △0.1   △48 △0.1

株主資本合計     21,701 35.6 24,511 42.3   23,369 40.7

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １．その他有価証券評  
 価差額金 

    5,249 8.6 2,908 5.0   4,236 7.3

    評価・換算差額等 
合計 

    5,249 8.6 2,908 5.0   4,236 7.3

純資産合計     26,950 44.2 27,419 47.3   27,606 48.0

負債純資産合計     60,935 100.0 57,986 100.0   57,477 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     88,188 100.0 93,265 100.0   179,757 100.0 

Ⅱ 売上原価     66,848 75.8 70,428 75.5   135,803 75.5

売上総利益     21,340 24.2 22,836 24.5   43,954 24.5

Ⅲ その他の営業収入     1,805 2.0 1,875 2.0   3,668 2.0

営業総利益     23,145 26.2 24,712 26.5   47,623 26.5

Ⅳ 販売費及び一般管
理費 

※１   19,915 22.5 21,209 22.7   40,759 22.7

営業利益     3,229 3.7 3,502 3.8   6,863 3.8

Ⅴ 営業外収益 ※２   195 0.2 192 0.1   328 0.2

Ⅵ 営業外費用 ※３   35 0.1 33 0.0   71 0.0

経常利益     3,389 3.8 3,662 3.9   7,119 4.0

Ⅶ 特別利益 ※４   61 0.1 118 0.1   73 0.0

Ⅷ 特別損失 
 ※    
 ５.６ 

  1,107 1.2 302 0.3   1,639 0.9

税引前中間(当
期)純利益 

    2,343 2.7 3,478 3.7   5,554 3.1

法人税、住民税
及び事業税 

  1,288   1,583 2,795   

法人税等調整額   △350 937 1.1 △33 1,549 1.6 △314 2,480 1.4

中間（当期）純
利益 

    1,405 1.6 1,928 2.1   3,073 1.7

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日） 

 （注）１．平成18年５月定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩額は次のとおりであります。 

       任意積立金取崩額 

       １．特別償却積立金取崩額               4百万円 

    ２．平成18年５月定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

       利益処分額 

       １．配当金                      653百万円 

        ２．任意積立金 

         別途積立金                1,000百万円 

         固定資産圧縮積立金           24百万円         1,024百万円 

        ３．役員賞与                      42百万円 

          合計                     1,721百万円 

 

株主資本 

資本金 
(百万円) 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備
金   
(百万円) 

資本剰余
金合計 
(百万円) 

利益準備
金(百万
円) 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 
(百万円) 

特別償却
積立金 
(百万円) 

固定資産 
圧縮積立金
(百万円) 

別途積立金 
(百万円)  

繰越利益
剰余金 
(百万円) 

平成18年２月20日 残高 1,667 4,641 4,641 371 9 12 11,700 2,638 14,731 

中間会計期間中の変動額                  

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分による任意積

立金取崩額項目（注）１ 

－ － － － △4 － － 4 － 

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分項目（注）2 
－ － － － － 24 1,000 △1,721 △696 

中間純利益 － － － － － － － 1,405 1,405 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 － － － － △4 24 1,000 △311 708 

平成18年８月20日 残高 1,667 4,641 4,641 371 5 37 12,700 2,326 15,440 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計  
(百万円) 自己株式

(百万円)

株主資本 
合計 
(百万円) 

その他有価証券
評価差額金 
 (百万円) 

評価・換算差額
等合計(百万円) 

平成18年２月20日 残高 △46 20,993 5,857 5,857 26,850 

中間会計期間中の変動額          

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分による任意積

立金取崩額項目（注）１ 

－ － － － － 

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分項目（注）２ 
－ △696 － － △696 

中間純利益 － 1,405 － － 1,405 

自己株式の取得 △0 △0 － － △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
－ － △607 △607 △607 

中間会計期間中の変動額合計 △0 708 △607 △607 100 

平成18年８月20日 残高 △47 21,701 5,249 5,249 26,950 



当中間会計期間（自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日） 

 

株主資本 

資本金 
(百万円) 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備
金   
(百万円) 

資本剰余
金合計 
(百万円) 

利益準備
金(百万
円) 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 
(百万円) 

特別償却
積立金 
(百万円) 

固定資産 
圧縮積立金
(百万円) 

別途積立金 
(百万円)  

繰越利益
剰余金 
(百万円) 

平成19年２月20日 残高 1,667 4,641 4,641 371 1 37 12,700 3,998 17,108 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当 － － － － － － － △784 △784 

その他剰余金の処分 － － － － － － 2,000 △2,000 － 

中間純利益 － － － － － － － 1,928 1,928 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 － － － － － － 2,000 △856 1,143 

平成19年８月20日 残高 1,667 4,641 4,641 371 1 37 14,700 3,142 18,252 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計  
(百万円) 自己株式

(百万円)

株主資本 
合計 
(百万円) 

その他有価証券
評価差額金 
 (百万円) 

評価・換算差額
等合計(百万円) 

平成19年２月20日 残高 △48 23,369 4,236 4,236 27,606 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － △784 － － △784 

その他剰余金の処分 － － － － － 

中間純利益 － 1,928 － － 1,928 

自己株式の取得 △1 △1 － － △1 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
－ － △1,328 △1,328 △1,328 

中間会計期間中の変動額合計 △1 1,141 △1,328 △1,328 △186 

平成19年８月20日 残高 △49 24,511 2,908 2,908 27,419 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

 （注）１．平成18年５月定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩額は次のとおりであります。 

       任意積立金取崩額 

       １．特別償却積立金取崩額               4百万円 

    ２．平成18年５月定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

       利益処分額 

       １．配当金                      653百万円 

        ２．任意積立金 

         別途積立金                1,000百万円       

         固定資産圧縮積立金       24百万円         1,024百万円 

        ３．役員賞与                      42百万円 

          合計                     1,721百万円 

 

株主資本 

資本金 
(百万円) 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備
金   
(百万円) 

資本剰余
金合計 
(百万円) 

利益準備
金(百万
円) 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 
(百万円) 

特別償却
積立金 
(百万円) 

固定資産 
圧縮積立金
(百万円) 

別途積立金 
(百万円)  

繰越利益
剰余金 
(百万円) 

平成18年２月20日 残高 1,667 4,641 4,641 371 9 12 11,700 2,638 14,731 

事業年度中の変動額                  

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分による任意積

立金取崩項目（注）１ 

－ － － － △4 － － 4 － 

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分項目（注）２ 
－ － － － － 24 1,000 △1,721 △696 

当期純利益 － － － － － － － 3,073 3,073 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

特別償却積立金の取崩 － － － － △3 － － 3 － 

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － － △0 － 0 － 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 － － － － △8 24 1,000 1,360 2,377 

平成19年２月20日 残高 1,667 4,641 4,641 371 1 37 12,700 3,998 17,108 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計  
(百万円) 自己株式

(百万円)

株主資本 
合計 
(百万円) 

その他有価証券
評価差額金 
 (百万円) 

評価・換算差額
等合計(百万円) 

平成18年２月20日 残高 △46 20,993 5,857 5,857 26,850 

事業年度中の変動額          

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分による任意積

立金取崩項目（注）１ 

－ － － － － 

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分項目（注）２ 
－ △696 － － △696 

当期純利益 － 3,073 － － 3,073 

自己株式の取得 △1 △1 － － △1 

特別償却積立金の取崩 － － － － － 

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － － 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
－ － △1,620 △1,620 △1,620 

事業年度中の変動額合計 △1 2,375 △1,620 △1,620 755 

平成19年２月20日 残高 △48 23,369 4,236 4,236 27,606 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純
利益 

  2,343 3,478 5,554

減価償却費   1,226 1,220 2,396

減損損失   807 242 1,129

退職給付引当金の増
加額 

  112 85 225

役員退職慰労引当金
の減少額 

  △17 △73 △4

賞与引当金の増減額
（△減少額） 

  20 △10 151

貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

  1 － △344

受取利息及び受取配
当金 

  △84 △111 △136

支払利息   18 14 34

投資有価証券売却損
益 

  △60 － △60

固定資産除売却損   157 15 211

閉店損失引当金の増
減額 

  － △12 155

売上債権の増加額   △42 △54 △45

たな卸資産の増減額
（△増加額） 

  263 △102 48

仕入債務の増加額   3,052 2,080 60

未払金の増加額   193 165 71

役員賞与の支払額   △42 － △42

その他   △998 △902 67

小計   6,951 6,036 9,472

利息及び配当金の受
取額 

  83 109 134

利息の支払額   △17 △12 △30

法人税等の支払額   △1,449 △1,530 △2,725

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  5,567 4,603 6,849

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日）

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,912 △1,476 △3,081

差入保証金の差入に
よる支出 

  △101 △401 △298

差入保証金の返還に
よる収入 

  120 148 229

預り保証金の返還に
よる支出 

  △76 △75 △121

預り保証金の預りに
よる収入 

  504 29 692

その他   274 81 470

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,190 △1,694 △2,109

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純減少
額 

  △1,000 △750 △1,050

長期借入金の返済に
よる支出 

  △12 △612 △1,024

配当金の支払額   △652 △783 △653

その他   △0 △1 △1

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,665 △2,147 △2,728

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

  2,711 761 2,011

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,727 4,738 2,727

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※ 5,438 5,500 4,738

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

    同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

   時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

 「企業会計原則と関係諸法

令との調整に関する連続意見

書」第四に定める売価還元平

均原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 経済的耐用年数に基づく定額

法を採用しております。 

 各資産別の経済的耐用年数と

して以下の年数を採用しており

ます。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物 

（営業店舗） 

20年 

    

  （建物附属設備） 

３年～18年 

    

  構築物 

３年～20年 

    

  器具備品 

２年～20年 

    

  (2）無形固定資産 

 定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 契約期間等に応じた均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等の特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備

え、支給見込額のうち当期に負

担する金額を計上しておりま

す。 

  (3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期に負

担する金額を計上しておりま

す。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。なお、数理

計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することにして

おります。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、数

理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することに

しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

――― 

（追加情報） 

 平成19年５月16日開催の定時株

主総会において、役員に対する

役員退職慰労金制度を廃止し、

在任期間に対する役員退職慰労

金を打ち切り支給することを決

定いたしました。これに伴い、

当中間会計期間に役員退職慰労

引当金を全額取崩し、当該定時

株主総会終結の時までの在任期

間に対する退職慰労金未払額を

固定負債「その他」に計上して

おります。 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

  (6）閉店損失引当金 

――― 

(6）閉店損失引当金 

 店舗閉店に伴い発生する損失

に備え、店舗閉店により合理的

に見込まれる原状回復費等の閉

店関連損失見込額を計上してお

ります。 

(6）閉店損失引当金 

 店舗閉店に伴い発生する損失

に備え、店舗閉店により合理的

に見込まれる原状回復費等の閉

店関連損失見込額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 当事業年度において翌期以降

に閉店することを決定した店舗

の中に、原状回復費等の閉店関

連損失について合理的な見積り

を要する店舗が発生したことに

伴い、新たに閉店損失引当金と

して計上しています。これによ

り当事業年度の特別損失に閉店

損失引当金繰入額が155百万円計

上され、この結果、税引前当期

純利益が同額減少しておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取引日から３

ケ月以内に償還期限が到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式を採用しております。 

同左 同左 

      

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

（役員賞与に関する会計基準） 

  当中間期より「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第４号 平

成17年11月29日)を適用しておりま

す。 

 これにより従来と比較して営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益

はそれぞれ31百万円減少しておりま

す。 

───── （役員賞与に関する会計基準） 

  当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準第４号 平

成17年11月29日)を適用しておりま

す。 

 この結果、従来と比較して営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益は

それぞれ52百万円減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間期より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月9日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月9日)を適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当

する金額は26,950百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月9日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月9日)を適用しております。 

  これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は27,606百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

──────  

  

 （表示方法の変更） 

 前中間会計期間において区分掲記していた「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」の「役員賞与の支払額」は、役

員賞与に関する会計基準等の変更に伴い、当中間会計期間

において「その他」に含めております。なお、当中間会計

期間の「その他」に含まれる「役員賞与の支払額」は52百

万円であります。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年８月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年８月20日） 
前事業年度末 

（平成19年２月20日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 
            23,020百万円          24,417百万円                   23,527百万円 

※２．担保提供資産       

  建物 

  土地 

  計 

  374百万円

       2,570百万円

      2,945百万円

    124百万円

         470百万円

  594百万円

     419百万円

         2,570百万円

         2,989百万円

上記に対応する債務       

  短期借入金 

  長期借入金 

(一年以内返済予定

分を含む) 

  計 

  400百万円

  

 170百万円

     570百万円

     －百万円

  

  146百万円

        146百万円

     350百万円

  

    158百万円

         508百万円



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

※１．減価償却実施額       

有形固定資産   1,044百万円        1,038百万円 2,051百万円 

無形固定資産 40百万円   8百万円 54百万円 

※２．営業外収益の 

   主要項目 

      

受取利息  2百万円 7百万円 6百万円 

受取配当金  82百万円  103百万円 129百万円 

買掛債務勘定整理益    28百万円    21百万円 63百万円 

※３．営業外費用の 

   主要項目 

      

支払利息 18百万円     14百万円   34百万円 

※４．特別利益の主要項目       

固定資産売却益 －百万円     86百万円   －百万円 

    旧御幸店、高松店閉店に伴う建物

等の売却によるものであります。 

  

※５．特別損失の主要項目       

   固定資産除売却損 店舗改装・閉鎖等による固定資産

除却損 

店舗改装・閉鎖等による固定資産

除却損 

店舗改装・閉鎖等による固定資産除

却損 

  建物              51百万円 建物              0百万円 建物             51百万円 

  構築物          14百万円 構築物          11百万円 構築物            15百万円 

  器具備品         5百万円 器具備品         2百万円 器具備品           7百万円 

  その他          8百万円 その他         1百万円 その他         11百万円 

   固定資産売却損76百万円は、兵

庫県三木市等の土地等を売却した

ことによるものであります。 

  

  

  

 固定資産売却損125百万円は、兵

庫県三木市及び山口県下松市等の土

地・建物等を売却したことによるも

のであります。 

減損損失           807百万円              242百万円             1,129百万円 

※６．減損損失   当中間期において以下の資産グ

ループについて減損損失807百万円

を計上しております。 

  当中間期において以下の資産グ

ループについて減損損失242百万円

を計上しております。 

  当事業年度において以下の資産グ

ループについて減損損失1,129百万円

を計上しております。 

  (1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要  

  （単位：百万円) 

地域 用途 種類 件数 金額

広島県 店舗 建物等  2 558

その他 店舗  建物等 3 249

 合計 5 807

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要  

  （単位：百万円) 

地域 用途 種類 件数 金額

兵庫県
店舗 

その他 

土地及び

建物等  
4 178

その他
店舗  

その他 

土地及び

建物等 
3 63

 合計 7 242

(1)減損損失を認識した資産グルー

プの概要  

  （単位：百万円) 

地域 用途 種類 件数 金額

兵庫県
店舗 

その他  

土地及び

建物等 
4 319

その他
店舗 

その他  

土地及び

建物等 
6 810

 合計 101,129

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

  (2)減損損失の認識に至った経緯 

 営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスまたは継続してマイ

ナスとなる見込みである資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しておりま

す。 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

同左 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

同左 

  (3)減損損失の金額  

          （単位：百万円） 

種類 金額 

建物 419

 リース資産 177

 その他 211

 合計 807

(3)減損損失の金額  

          （単位：百万円） 

種類 金額 

建物 34

土地 84

 リース資産 88

 その他 35

 合計 242

(3)減損損失の金額  

          （単位：百万円） 

種類 金額 

建物 613

土地 54

 リース資産 191

 その他 269

 合計 1,129

  (4)資産のグルーピングの方法 

 当社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として、主とし

て店舗を基本単位としてグルーピ

ングしております。 

(4)資産のグルーピングの方法 

同左 

(4)資産のグルーピングの方法 

同左 

  (5)回収可能価額の算定方法 

 資産グループの回収可能価額は

正味売却可能価額または使用価値

により測定しております。正味売

却可能価額は、土地については固

定資産税評価額をもとに算定した

金額により算定しており、使用価

値については将来キャッシュ・フ

ローを2.1％で割り引いて算定して

おります。 

(5)回収可能価額の算定方法 

 資産グループの回収可能価額は

正味売却可能価額または使用価値

により測定しております。正味売

却可能価額は、土地については固

定資産税評価額をもとに算定した

金額により算定しており、使用価

値については将来キャッシュ・フ

ローを3.66％で割り引いて算定し

ております。 

(5)回収可能価額の算定方法 

 資産グループの回収可能価額は

正味売却可能価額または使用価値

により測定しております。正味売

却可能価額は、土地については固

定資産税評価額をもとに算定した

金額により算定しており、使用価

値については将来キャッシュ・フ

ローを2.1％で割り引いて算定して

おります。 

７．「法人税・住民税及  

  び事業税」並びに 

    「法人税等調整額」 

    の計上方法 

─────    当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は当期におい

て予定している特別償却積立金の

取崩を前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。 

─────  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動事由の概要） 

    増加数の内訳は、次のとおりであります。 

     単元未満株式の買取   369株 

 ３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

     該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動事由の概要） 

    増加数の内訳は、次のとおりであります。 

     単元未満株式の買取      1,064株 

 ３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

     該当事項はありません。 

  前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当中間会計期間末

普通株式（株） 26,192,409 － － 26,192,409 

  前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当中間会計期間末

普通株式（株） 39,366 369 － 39,735 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月17日 

定時株主総会 
普通株式 653 25.00 平成18年２月20日 平成18年５月18日 

  前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当中間会計期間末

普通株式（株） 26,192,409 － － 26,192,409 

  前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当中間会計期間末

普通株式（株） 40,281 1,064 － 41,345 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月16日 

定時株主総会 
普通株式 784 30.00 平成19年２月20日 平成19年５月17日 



 前事業年度（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動事由の概要） 

    増加数の内訳は、次のとおりであります。 

     単元未満株式の買取      915株 

 ３．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 

 （２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当事業年度末 

普通株式（株） 26,192,409 － － 26,192,409 

  前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当事業年度末 

普通株式（株） 39,366 915 － 40,281 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月17日 

定時株主総会 
普通株式 653 25.00 平成18年２月20日 平成18年５月18日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月16日 

定時株主総会 
普通株式 784 30.00 平成19年2月20日 平成19年5月17日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

          (平成18年８月20日現在) 

現金及び預金中間期

末残高 
       5,438百万円

現金及び現金同等物

の中間期末残高 
       5,438百万円

          (平成19年８月20日現在)

現金及び預金中間期

末残高 
       5,500百万円

現金及び現金同等物

の中間期末残高 
       5,500百万円

          (平成19年２月20日現在)

現金及び預金期末残

高 
    4,738百万円

現金及び現金同等物

の期末残高 
    4,738百万円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

      

(1）リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額

相当額及び中間期末（期

末）残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万

円) 

中間
期末
残高
相当
額 
(百万円)

建物 390 226 － 163

器具
備品 

4,148 2,068 340 1,739

その
他( 
車両
運搬 
具) 

2 0 － 2

合計 4,541 2,295 340 1,906

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万

円) 

中間
期末
残高
相当
額 
(百万円)

建物 390 249 － 140

器具
備品 

3,941 2,042 402 1,495

その
他( 
車両
運搬 
具) 

18 3 － 15

合計 4,350 2,296 402 1,651

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損
損失
累計
額相
当額 
(百万

円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物 390 238 － 151

器具
備品 

4,022 2,105 324 1,592

その
他( 
車両
運搬 
具) 

8 1 － 7

合計 4,421 2,344 324 1,752

(2）未経過リース料中間期

末（期末）残高相当額 

１年内  928百万円 

１年超   1,240百万円 

 計   2,169百万円 

１年内     866百万円 

１年超   1,006百万円 

 計   1,872百万円 

１年内      907百万円

１年超    1,046百万円

 計   1,953百万円

リース資産減損勘定

の残高 

 211百万円     170百万円      158百万円 

(3）支払リース料、リース

資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

      

支払リース料  600百万円   547百万円      1,217百万円 

リース資産減損勘定

の取崩額 

 73百万円    75百万円    141百万円 

減価償却費相当額    510百万円       449百万円      1,036百万円 

支払利息相当額    21百万円      19百万円   44百万円 

減損損失  177百万円     88百万円    191百万円 

(4）減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リ

ース取引（賃借物件） 

      

未経過リース料 １年内       89百万円

１年超      571百万円

 計      660百万円

１年内       89百万円

１年超      482百万円

 計      571百万円

１年内       89百万円

１年超      527百万円

 計      616百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年８月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年８月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,865 10,672 8,807 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,865 10,672 8,807 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 233 

  取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,865 6,744 4,879 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,865 6,744 4,879 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 233 



前事業年度末（平成19年２月20日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 当社は関連会社がないので、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1,865 8,974 7,109 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1,865 8,974 7,109 

  貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 233 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日） 

１株当たり純資産額 

      1,030円52銭 

１株当たり純資産額 

           1,048円49銭 

１株当たり純資産額 

           1,055円59銭 

１株当たり中間純利益金額 

   53円74銭 

１株当たり中間純利益金額 

   73円73銭 

１株当たり当期純利益金額 

      117円53銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

        同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

     

  
前中間会計期間末 
(平成18年８月20日) 

当中間会計期間末 
(平成19年８月20日) 

前事業年度末 
(平成19年２月20日) 

純資産の部の合計額（百万円） 26,950 27,419 27,606 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
26,950 27,419 27,606 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末(期末)の普通株式の数（千

株） 

26,152 26,151 26,152 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間 
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日)

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日)

中間(当期)純利益（百万円） 1,405 1,928 3,073 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,405 1,928 3,073 

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,152 26,151 26,152 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及び添付書類 

 事業年度（第25期）（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日）平成19年５月17日近畿財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

 平成19年４月５日近畿財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

    平成19年6月13日近畿財務局長に提出 

    事業年度（第25期）（自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ 

   ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

        

      平成18年11月13日 

        

  

マックスバリュ西日本株式会社 

 

取締役会 御中 

  

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石 田   昭 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾 仲 伸 之  

          

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているマッ

クスバリュ西日本株式会社の平成１８年２月２１日から平成１９年２月２０日までの第２５期事業年度の中間会計期間

（平成１８年２月２１日から平成１８年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、マックスバリュ西日本株式会社の平成１８年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１８年２月２１日から平成１８年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                  以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

        

      平成19年11月12日 

        

  

マックスバリュ西日本株式会社 

 

取締役会 御中 

  

  監査法人 トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石 田   昭 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 尾 仲 伸 之  

          

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているマックスバリュ西日本株式会社の平成１９年２月２１日から平成２０年２月２０日までの第２６期事業年度の中間

会計期間（平成１９年２月２１日から平成１９年８月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、マックスバリュ西日本株式会社の平成１９年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

（平成１９年２月２１日から平成１９年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

                                                  以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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